
地域における相談支援について

厚生労働省健康局がん・疾病対策課
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（１）がん研究
（２）人材育成
（３）がん教育、普及啓発

「がん患者を含めた国民が、がんを知り、がんの克服を目指す。」
①科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 ②患者本位のがん医療の実現 ③尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

第２ 分野別施策

第１ 全体目標

第３ がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

４．これらを支える基盤の整備

（１）がんの１次予防
（２）がんの早期発見、がん検診

（２次予防）

（１）がんゲノム医療
（２）がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、免疫療法
（３）チーム医療
（４）がんのリハビリテーション
（５）支持療法
（６）希少がん、難治性がん

（それぞれのがんの特性に応じた対策）
（７）小児がん、ＡＹＡ（※）世代のがん、高齢者のがん

(※)Adolescent and Young Adult：思春期と若年成人

（８）病理診断
（９）がん登録
（10）医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組

（１）がんと診断された時からの緩和ケア
（２）相談支援、情報提供
（３）社会連携に基づくがん対策・がん患者支援
（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題
（５）ライフステージに応じたがん対策

３．がんとの共生２．がん医療の充実１．がん予防

１．関係者等の連携協力の更なる強化
２．都道府県による計画の策定
３．がん患者を含めた国民の努力
４．患者団体等との協力

５．必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化
６．目標の達成状況の把握
７．基本計画の見直し

第３期がん対策推進基本計画（平成30年３月９日閣議決定）（概要）
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（現状・課題）

地域においては、がんに関する様々な相談をワンストップで対応することを目的として、地域統括相談支援
センターや民間団体による相談支援の場等が設置されており、病院以外の場においても相談が可能となっ
ている。

がん患者にとって、同じような経験を持つ者による相談支援や情報提供、患者同士が体験を共有できる場
の存在は重要であることから、都道府県等は、ピア・サポート研修を行い、ピア・サポーターを養成している。
しかしながら、平成２８（２０１６）年度に実施された「がん対策に関する行政評価・監視の結果報告書（総務
省）」によれば、調査対象となった３６の拠点病院のうち、ピア・サポーターの活動実績のある拠点病院の数
は、２０施設にとどまっていた。
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３ 尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築
（２）相談支援及び情報提供
①相談支援について

（取り組むべき施策）

患者が、治療の早期からがん相談支援センターの存在を認識し、必要に応じて確実に支援を受けられるよ
うにするため、拠点病院等は、がん相談支援センターの目的と利用方法を院内に周知すること、主治医等の
医療従事者が、診断早期に患者や家族へがん相談支援センターを説明すること等、院内のがん相談支援
センターの利用を促進させるための方策を検討し、必要に応じて、拠点病院等の整備指針に盛り込む。

ピア・サポートについては、国が作成した研修プログラムの活用状況について、実態調査を行う。ピア・サ
ポートが普及しない原因を分析した上で、研修内容の見直しや、ピア・サポートの普及を図る。

第３期がん対策推進基本計画における相談支援に関する記載の抜粋



がん対策を総合的かつ計画的に推進するため、がん対策基本法に基づき都道府県が策定する「都道府県がん対
策推進計画」及びがん登録法に定める都道府県が行う事業等に基づき、都道府県が、地域の実情を反映させた各
種施策を着実に実施するために必要な経費を補助する。

事業名 事業内容

がん検診の受診促進等に資する
事業

市町村や企業等で行われるがん検診での受診促進、受診率向上等を目的とした啓発等の
事業を実施する。

がん医療提供体制等の促進等に
資する事業

がん患者に対する適切ながん医療の提供が図られることを目的として、がん対策推進計画
等の内容を踏まえた、がん医療提供体制の検討、整備及び支援等の事業を実施する。

がん緩和ケアの推進に資する事
業

がん患者・家族に対する緩和ケアの推進を図るため、「がん等の診療に携わる医師等に対
する緩和ケア研修会の開催指針」等を踏まえた医師その他の医療従事者に対する緩和ケ
ア研修会の実施及び緩和ケアの実施体制の整備などを目的とした事業を実施する。

がん登録の推進に資する事業
がん登録の推進を目的とした、がん登録法に定める都道府県が行う事務等がん登録法の
趣旨を踏まえた事業を実施する。

がんに関する総合的な相談等の
実施に資する事業

がん患者及び家族のニーズに即した適切な相談支援が行われることを目的とした、がん患
者等に対する総合的な相談支援（ピア・サポートを含む）、研修等に関する事業を実施する。

がん情報の提供に資する事業
がんへの正しい理解・認識の醸成、及びがん医療への適切な受診・協力等が得られること
を目的として、がん患者、家族、地域住民又は児童生徒等に対するがんの知識・情報等の
提供、普及啓発等に関する事業を実施する。 4

都道府県健康対策推進事業について



患者・家族らのがんに関する相談について、心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相
談をワンストップで提供する体制を支援するもの。

３１年度予算案：９２百万円（３０年度予算額：９０百万円） ※都道府県健康対策推進事業の内数

【補助先】都道府県 【補助率】1/2

【事業内容】ピアサポーターなど様々な分野に関する相談に対応するための相談員の確保及びその研修、
相談内容の分析、がん患者サロンの整備等

石川県がん安心生活サポートハウス

患者さん・ご家族の立場に立っ
た生活重視の相談支援体制が
出来るように、病院とは離れた
環境で、がん体験者やご家族の
交流、体験者の知恵を生かした
相談ができる場として、平成２５
年６月に開所。

看護師やがん体験者にそる相
談を実施している。

ピア・サポーターの養成研修も
行っている。※市民サポーター養成講座

地域統括相談支援センター（京都）

※１４府県で同様の施設設置

病院に相談しにくい医療従事
者への不満やセカンドオピニオ
ンの希望、不安など、心の問題
や経済的・生活の問題対応が
不十分な状況であるため、拠
点病院とは別に総合相談窓口
を開設（25年度～）。
（がん対策課長がセンター長。通
常相談＋出張相談（保健所）を実
施。就労について、ハローワークと
も連携）
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地域統括相談支援センターについて



「がんピアサポート編～これからピアサポートをはじめる人へ」
・ピア・サポートの定義
・ピア・サポートの重要性と定義
・ピア・サポーターの活動内容、活動場所
・話を聞く際の配慮（服装、言葉遣い、個人情報保護など）
・ピア・サポートに役立つ会話のヒント
・お金や日常生活、仕事に関する悩みへの対応
・医学的な基礎知識

「がんサロン編～より良いグループ・サポートを進めるために」
・がんサロンの定義と内容
・がんサロンの重要性と意義
・がんサロンの開催
・進行役や運営者が配慮すること
・がんサロンで起こり得る事例と対応のヒント

○研修プログラムの概要

平成２３～２５年度に公益財団法人日本対がん協会への委託事業として「がん総合相談に携わる者
に対する研修プログラム策定事業」を実施。委員会を設置し、ピア・サポートに必要な相談員の基本
的なスキルを身につけるための研修プログラムを策定の上、説明会の開催やホームページ等により
研修プログラムの周知を図った。
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ピア・サポート研修の研修プログラムについて



公開フォーラムの開催

平成２５年９月２９日、患者や家族、医療従
事者、自治体のがん対策担当者などを対
象に、がんサロンの活動内容等を紹介し、
工夫の事例を共有するフォーラムを開催。

がんサロンの意義や実施状況などを紹介
するとともに、研修テキスト及びＤＶＤを周
知。

※フォーラムの告知としてチラシとポスター
を作成して全国の患者団体や拠点病院等
に配布

研修テキストの配布

全国の患者団体や拠
点病院、都道府県な
ど約８００か所に計約
２万部の研修テキスト
を配付。

対がん協会ホームページで
の好事例紹介

ホームページでがんサロン、
ピア・サポートのレポートを掲
載。

例えば、福岡県でのピアサ
ポーター養成講座における、
病院と患者会の連携の状況
や、実際に養成講座に参加
した方の感想や、京都府でピ
ア・サポーターをハローワー
クで募集している取組を掲
載。

そのほかにも、１１県のピア・
サポートやがんサロンの活
動状況を具体的にわかりや
すく掲載。
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ピア・サポート研修の研修プログラムの周知



１．これまでの取組と現状

２．ピアサポートに関する指摘

３．対応策

平成23～25年度に「がん総合相談に携わる者に対する研修プログラ
ム策定事業」を実施し、ピアサポーターの育成や患者サロン運営のた
めの研修プログラムとテキストを作成。

（ピアサポーター研修） （がんサロン研修）

この研修プログラムを用いた研修を実施したことがある都道府
県は１３か所、医療機関は１５か所、患者会は
２５か所にとどまっている。

平成28年度にピアサポートを行っている都道府県、医療機関
及び患者会（２５１か所）のうち、この研修プログラムを用い
た研修を修了したピアサポーターを配置している割合は３７％
に過ぎない。

「がん対策に関する行政評価・監視結果に基づく勧告」（平成28年9月・総務省）

ピアサポート自体は、基本的にがん患者及びその家族の自主性や主体性を
尊重すべきものであるが、それを重んじる余り、ピアサポート活動の普及
が阻害されている側面もあるものと考えられる。

厚生労働省は、がん患者及びその家族に対する相談支援等を推進する観点
から、患者団体や関係学会の意見を踏まえつつ、ピアサポート研修の開催
指針の策定や研修プログラムの改訂を検討するなどにより、ピアサポート
を更に普及させるための措置を講ずること。

「がん診療提供体制のあり方に関する検討会
における議論の整理」（平成28年10月）

患者活動を更に推進するため
に、ピアサポートに関する研
修を実施する等、がん患者・
経験者との協働を進め、ピア
サポートや患者サロン等の取
組を更に充実するよう努める
必要がある。

患者団体及び関係学会と連携し、研修プログラムを改訂するとともに、がん患者・経験者、がん診療連携拠点病院の医療
従事者、都道府県担当者に対して、ピアサポートや患者サロンに関する研修を実施する。

※ピアサポート：がん患者・経験者やその家族がピア（仲間）として体験を共有し、
共に考えることで、患者や家族などを支援すること。
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がん総合相談に携わる者に対する研修事業



【課題】

地域で緩和ケアを提供するに当たって、地域
の資源を連携させる地域拠点（コーディネー
ター）機能が十分ではない。

【対応】

拠点病院や診療所等の関係施設間の連携・調整
を行う「地域緩和ケア連携調整員」を育成し、それ
ぞれの地域リソースを最大限活用する。

地域の医療機関

行政

訪問看護ステーション

がん診療連携拠点病院

在宅 地域社会でがん患者を
支える体制を構築

地域緩和ケア
連携調整員

地域緩和ケア
連携調整員

がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針（平成30年７月）【抜粋】
○地域連携の推進体制

ク 当該医療圏において、地域の医療機関や在宅診療所等の医療・介護従事者とがんに関する医療提供体制や社会的
支援のあり方について情報を共有し、役割分担や支援等について議論する場を年１回以上設けること。なお、その際に
は既存の会議体を利用する等の工夫を行うことが望ましい。

保険薬局 地域の医師会
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地域緩和ケアネットワーク構築事業
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地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ

住
民
に
身
近
な
圏
域

市
町
村
域
等

市町村

医療的ケアを要する
子どもやDV、刑務
所出所者、犯罪被害
者など、身近な圏域
で対応しがたい、も
しくは本人が望まな
い課題にも留意。

家計支援関係

発達障害関係

民生委員・
児童委員

子ども会

地区社協

老人ｸﾗﾌﾞ

農林水産

都市計画

まちおこし

複合課
題の丸
ごと

世帯の
丸ごと

雇用･就労関係

権利擁護関係

多文化共生関係

とりあ
えずの
丸ごと

高齢関係 障害関係

自立相談
支援機関

児相

児童関係

病院

医療関係

教育関係

保健関係

がん･難病関係

自治体によっては
一体的

司法関係

住まい関係

市町村における
総合的な

相談支援体制作り

明らかになったニーズに、
寄り添いつつ、つなぐ

バックアップ

土木 住民が主体的に地域課題を把握して解決
を試みる体制づくりを支援する「丸ごと」受け止める場

（地域住民ボランティア、地区社協、市区町村社協の地区担当、
地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠点、

利用者支援事業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）

協働の中核を担う機能

他人事を「我が事」に変えて
いくような働きかけをする機能

ニッポン一億総活躍プラン

（H28.6.2閣議決定）

世帯全体の複合化・
複雑化した課題を受け

止める、市町村におけ

る総合的な相談支援体

制作りの推進。

小中学校区等の住民
に身近な圏域で、住民
が主体的に地域課題を
把握して解決を試みる
体制づくりの支援。

自殺対策関係

様々な課題を
抱える住民

ご近所 PTA自治会

NPO

住民が主体的に地域課題を把握して
解決を試みる体制づくり

環境産業

交通
解決

課題把握
受け止め 地域の基盤づくり

防犯・防災

社会教育

ボランティア

企業・商店
受け手 支え手

社会福祉法人

学校

消費生活協同組合

平成28年12月26日 地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会（地域力強化検討会）中間とりまとめ概要一部改変


